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【課題】制御性能 に優 れ るブ レ補正装置 、その ブ レ補 正装置 を備 える レンズ鏡 筒 お よび撮影装置 を提供
す る。 【解決手段】固定部材 （1 4 0 ) に対 して相対的に移動可能 な移動部材 （1 3 0 ) と、前記移動
部材 （1 3 0 ) に備 え られ 、像 ブ レを補 正す る ブ レ補 正光学 部材 （L 3 ) と、前 記 ブ レ補 正光学部 材
( L 3 ) の 光軸 （L ) と交差す る駆 動平面上 において、前記移動部材 （1 3 0 ) を第 1 軸 （Χ ') に沿 つ

て移動 させ る第 1 駆 動部 （1 3 2 , 1 4 2 ) と、前記駆動平面上 において、前記移動部材 （1 3 0 ) を
前記 第 1 軸 （Χ ' ) に交 差す る第 2 軸 （Υ ' ) に沿 って移動 させ る第 2 駆 動部 （1 3 4 , 1 4 4 ) と を有
し、前記駆 動平面上 において、前記 第 1 軸 （Χ ') と前記第 2 軸 （Υ ') との 交点 （Μ ) が 、前記 ブ レ補 正
光学部材 （L 3 ) の 中心 （Ο ) よ りも前記移動部材 （1 3 0 ) の 重心 （G ) に近 い位置 に配置 あるブ レ
補正装置 。



明 細 書

発明の名称 ：プレ補正装置、 レンズ鏡筒および撮影装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、 プレ補正装置、 レンズ鏡筒および撮影装置に関する。

背景技術

[0002] 近年、 プレ補正装置の小型化に関する要請等か ら、 プレ補正装置の可動部

材の形状が、特許文献 1 に示すように、 レンズ中心に対 して、非対称な形状

になっている。 このような形状の可動部材においては、 レンズ中心 と可動部

材の重心 とが一致 していない場合が殆んどである。

[0003] 従来では、特許文献 1 に示すように、可動部材を駆動するボイスコイルモ

—タ （V C M ) の駆動軸をレンズ中心に向けて、ボイスコイルモータを配置

していた。 このため、従来技術では、可動部材を移動させる際に、可動部材

の重心に対 して回転 トルクが作用 して しまい、 プレ補正動作を行 う際に、可

動部材の目標位置への収束性や制御安定性等のプレ補正装置の制御性能に悪

影響を及ぼす問題があった。 また、重心調整部材を用いる場合は可動部材の

質量が増加 し駆動性能を損なうという問題があつた。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 9 _ 1 6 9 3 5 9

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] 本発明の目的は、制御性能に優れるプレ補正装置、そのプレ補正装置を備

えるレンズ鏡筒および撮影装置を提供することである。

課題を解決するための手段

[0006] 上記の目的を達成するために、本発明のプレ補正装置 （1 0 0 ) は、

固定部材 （1 4 0 ) に対 して相対的に移動可能な移動部材 （1 3 0 ) と、

前記移動部材 （1 3 0 ) に備えられ、像 プレを補正するプレ補正光学部材



( L 3 ) と、

前記プレ補正光学部材 （L 3 ) の光軸 （L ) と交差する駆動平面上におい

て、前記移動部材 （1 3 0 ) を第 1軸 （X ' ) に沿って移動させる第 1駆動

咅 ( 1 3 2 ， 1 4 2 ) と、

前記駆動平面上において、前記移動部材 （1 3 0 ) を前記第 1軸 （X ' )

に交差する第 2 軸 （Υ ' ) に沿って移動させる第 2 駆動部 （1 3 4 ， 1 4 4

) とを有 し、

前記駆動平面上において、前記第 1軸 （X ' ) と前記第 2 軸 （Υ ' ) との

交点 （Μ ) を、前記プレ補正光学部材 （L 3 ) の中心 （0 ) よりも前記移動

部材 （1 3 0 ) の重心 （G ) に近い位置に配置する。

[0007] なお、本発明をわかりやすく説明するために、実施形態を示す図面の符号

に対応付けて説明 したが、本発明は、これに限定されるものでない。後述の

実施形態の構成を適宜改良 してもよく、また、少なくとも一部を他の構成に

代替させてもよい。更に、その配置について特に限定のない構成要件は、実

施形態で開示 した配置に限らず、その機能を達成できる位置に配置すること

ができる。

図面の簡単な説明

[0008] [ 図1] 図 1 は、本発明の一実施形態に係るカメラの概略プロック図である。

[ 図2] 図 2 は、図 1 に示すプレ補正装置の正面斜視図である。

[ 図3] 図 3 は、図 2 に示すプレ補正装置の背面斜視図である。

[ 図4] 図4 は、図 2 および図 3 に示すプレ補正装置の組立図である。

[ 図5] 図 5 は、図 1 に示すカメラにおけるプレ補正動作の制御の一例を示す制

御プロック図である。

[ 図6] 図 6 ( a ) 〜図 6 ( c ) は、図 3 〜図 5 に示すプレ補正装置の検出部、

可動部および保持部の位置関係および検出部の検出軸とV C Mの駆動軸との

関係を示す。

[ 図7] 図 7 は、X 軸に沿って可動部を移動させる際の検出部の検出軸とV C M

の駆動軸との関係を示す。



[ 図8] 図 8 は、 Y 軸に沿って可動部を移動させる際の検出部の検出軸とV C M

の駆動軸との関係を示す。

[ 図9] 図 9 は、 K K ファクタと可動部の移動量に係る定常偏差との関係を示す

グラフである。

[ 図10] 図 1 0 は、 V C M の駆動軸の傾き角度に対する K K ファクタおよび可

動部重心とV C M駆動軸原点との間の距離の関係を示すグラフである。

[ 図11] 図 1 1 は、本発明に係るプレ補正装置の周波数応答線図である。

[ 図12] 図 1 2 は、重力方向に対する可動部の配置の向きを決定するための概

念図である。

[ 図13] 図 1 3 は、可動部の配置の向きとV C M の消費電流との関係を示すグ

ラフである。

[ 図14] 図 1 4 は、可動部の最適な配置の向きを示す。

[ 図15] 図 1 5 は、従来技術のプレ補正装置における検出部、可動部および保

持部の位置関係および検出部の検出軸とV C M の駆動軸との関係を示す。

[ 図16] 図 1 6 は、従来技術のプレ補正装置の周波数応答線図である。

発明を実施するための形態
[0009] 第 1 実施形態

図 1 に示すように、本発明の一実施形態に係るカメラ 1 は、いわゆるコン

パク 卜デジタルカメラであり、カメラボディ 1 a とレンズ鏡筒 2 とが一体化

してある。なお、以下の実施形態では、コンパク トデジタルカメラを例に説

明するが、本発明はこれに限定されない。たとえば、 レンズとカメラボディ

とが別個に構成される一眼レフデジタルカメラであっても良い。さらに、ミ

ラ一機構を省いたミラ一レスタイプのカメラであっても良い。また、コンパ

ク 卜デジタルカメラや一眼レフデジタルカメラに限らず、 ビデオカメラ、双

眼鏡、顕微鏡、望遠鏡、携帯電話などの光学機器にも適用できる。

[001 0] レンズ鏡筒 2 は、被写体側から順に、第 1 レンズ群 L 1、第 2 レンズ群 L

2 、第 3 レンズ群 （プレ補正レンズ群） L 3 を配列 して構成された撮像光学

系を備えている。また、本実施形態のカメラ 1 では、第 3 レンズ群 L 3 の背



後 （像面側） に、 C C D や C M O S に代表 され る撮像素子 3 を具備 してある

[001 1] 第 1 レンズ群 L は、撮像光学系の うち最 も被写体側 に設 け られ、駆動機

構 6 によ り光軸 L に沿 つた方向に移動 自在 に駆動 され、 ズ一 ミングが可能 に

な っている。第 2 レンズ群 L 2 は、駆動機構 8 によ り光軸 L に沿 った方向に

移動 自在 に駆動 され、 フォ一カシ ングが可能 にな っている。

[001 2] 第 3 レンズ群 （プ レ補正 レンズ群） L 3 は、 プ レ補正装置 1 0 0 の一部 を

構成 する。 プ レ補正 レンズ群 L 3 は、 C P U 1 4 か らの信号 を受 けた プ レ補

正装置 1 0 0 によ り、光軸 L と交差 する面 内で移動 され、 カメラの動 きに起

因する像 プ レを低減 する。

[001 3] 絞 り機構 4 は、 カメラの露光 を制御 するように駆動機構 1 0 によ り駆動 さ

れ る。撮像素子 3 は、撮像光学系が撮像面上 に結像 する被写体像 の光 に基づ

いて、電気的な画像 出力信号 を生成 する。 その画像 出力信号 は、信号処理 回

路 1 6 で、 A / D 変換 や ノイズ処理 されて C P U 4 へ入力する。

[0014] レンズ鏡筒 2 には、 ジャイ ロセ ンサな どの角速度 セ ンサ 1 2 が内蔵 してあ

り、角速度 セ ンサ 1 2 は、 カメラ 1 に生 じる手 プ レな どによる角速度 を検 出

し、 C P U 1 4 に出力する。 C P U 1 4 には、 A F セ ンサ 1 8 か らの検 出信

号 も出力 され、 その検 出信号 に基づ き、駆動機構 8 を制御 し、才一 トフ才一

カス （A F ) 機構 を実現 している。

[001 5] C P U 1 4 には、記憶媒体 2 0 、不揮発性 メモ リ2 2 および各種操作ボタ

ン 2 4 な どが接続 されている。記憶媒体 2 0 は、 C P U 1 4 か らの出力信号

を受 けて、撮影画像 を記憶 した り、読み出された りするメモ リであ り、 た と

えば着脱 自在 なカー ド式 メモ リである。着脱 自在 なメモ リと しては、 コンパ

ク 卜フラ ッシュ （登録商標 ） カー ドや S D カー ド等 さまざまなタイプがある

が、特 に限定 され るものではない。

[001 6] 不揮発性 メモ リ2 2 は、 ジャイ ロセ ンサのゲイ ン値 な どの調整値情報 が記

憶 してあ り、 C P U 1 4 と共 にカメラの内部 に内蔵 してある半導体 メモ リな

どで構成 され る。各種操作ボタン 2 4 と しては、 た とえば レリーズスィ ッチ



が例示 され、 レリーズスィ ッチを半押 しまたは全押 しすることで、 その信号

が C P U 4 に入力される。

[001 7] 図 1 に示すプ レ補正装置 1 0 0 の構成 を図 2 〜図 4 を用いて説明する。な

お、以下の説明では、光軸 L に平行な軸 を Z 軸 とする。

[001 8] プ レ補正装置 1 0 0 は、図 4 に示すように、可動部 1 3 0 および固定部 1

4 0 を備 える。固定部 1 4 0 は、図 2 および図 4 に示すように、 シャッター

部 1 1 0 および位置検 出部 1 2 0 を含み、 これ らは、 ビス 1 5 0 にて固定部

4 0 に固定されている。 シャッター部 1 1 0 は、 カメラの露光 を制御する

構成であ り、固定部 1 4 0 か ら独立 した構成であ ってもよい。

[001 9] 位置検 出部 1 2 0 には、第 1 ホール素子 1 2 2 および第 2 ホール素子 1 2

4 が備 え られ、可動部 1 3 0 の位置 を検 出する。第 1 ホール素子 1 2 2 は光

軸 L に垂直な X 軸 に検 出軸 を持ち、第 2 ホール素子 1 2 4 は光軸 L に垂直な

Y 軸 に検 出軸 を持つ。

[0020] 第 1 ホール素子 1 2 2 および第 2 ホール素子 1 2 4 は、可動部 1 3 0 に備

え られる第 1 磁石 1 3 2 および第 2 磁石 1 3 4 の磁界 を検 出 して、可動部 1

3 0 の位置 を検 出する。

[0021 ] 可動部 1 3 0 は、第 1 磁石 1 3 2 、第 2 磁石 1 3 4 および プ レ補正 レンズ

群 L 3 を備 える。以下の説明では、本実施形態の理解 を容易にするために、

プ レ補正 レンズ群 L 3 を 1 枚 のプ レ補正 レンズ L 3 と して説明する。

[0022] 可動部 1 3 0 は、 3 つの引張 コイルばね 1 4 5 によ り、 3 箇所で固定部 1

4 0 に取 り付 け られる。引張 コイルばね 1 4 5 は、図 3 に示す固定部側 ばね

取付部 1 4 6 と図 4 に示す可動部側 ばね取付部 1 3 6 との間に取 り付 け られ

る。可動部 1 3 0 は、図 4 に示す 3 個 のセラミックボール 1 4 8 を介 して摺

動することで、光軸 L に交差する平面上 （た とえば、 X 軸 とY 軸 を含む面、

光軸 L に直交する面）を固定部 1 4 0 に対 して相対移動する。なお、引張 コ

ィルばね 1 4 5 およびセラミックボール 1 4 8 の数量は、可動部 1 3 0 およ

び固定部 1 4 0 の形状等 に合わせて、適宜変更可能である。

[0023] 可動部 1 3 0 は、可動部 1 3 0 に備 え られる第 1 磁石 1 3 2 および第 2 磁



石 1 3 4 と、固定部 1 4 0 に備えられる第 1駆動コイル 1 4 2 および第2 駆

動コイル 1 4 4 との相互作用によって発生する駆動力により、光軸L に交差

する平面上を移動する。第 1磁石 1 3 2 と第 1駆動コイル 1 4 2 とが第 1 V

C M 5 2 を構成し、第2磁石 1 3 4 と第2 駆動コイル 1 4 4 とが第2 V C

M 5 4 を構成する。V C Mとはボイスコイルモータの略称である。

[0024] 図1 ~ 4 に示すプレ補正装置 1 0 0 によるプレ補正動作の一例を図5 に示

す。プレ補正装置 1 0 0 は、図5 に示すように、目標位置生成部 1 6 2 、減

算器 1 6 4 、フィードフォワードコントローラ 1 6 6 、フィードバックコン

卜ローラ1 6 8 および加算器 1 7 0 をさらに備える。これらの構成は、たと

えば、図1 に示すカメラボディ1 a のC P U 1 4 が備えても良いし、レンズ

鏡筒2 のレンズC P U (不図示）が備えても良い。

[0025] 角速度センサ 1 2 は、図1 に示すカメラ1 に備えられており、カメラ1 に

生じるピッチ方向およびョ一方向のプレ角速度信号ω ρ、ω ν ( r a d / s )

を検出し、目標位置生成部 1 6 2 に出力する。

[0026] 目標位置生成部 1 6 2 は、プレ角速度信号ω ρ、ω yを積分してプレ角度 ρ

、Θ y ( r a d ) に変換し、プレ角度e p、e yを光軸に交差する平面に投影し

て、可動部目標位置x t 、y t ( m m ) に関する信号を生成する。可動部目標

位置x t 、y t に関する信号は、プレ角速度信号ω ρ、 yに基づくプレを打ち

消すための可動部 1 3 0 の目標位置に関する信号である。

[0027] この可動部目標位置x t 、y t とホール素子 1 2 2 ， 1 2 4 からの可動部位

置座標x 、y ( m m) とを利用して、コイリレ1 4 2 ， 1 4 4 を駆動するため

のコイル駆動電流 I x、 y ( A ) が生成される。

[0028] 具体的には、可動部目標位置x t 、 y t に関する信号が、フィードフ才ヮ一

ドコントローラ1 6 6 を介して、加算器 1 7 0 に入力される。また、可動部

目標位置x t 、 y t に関する信号と可動部位置座標x 、 y に関する信号とが、
減算器 1 6 4 およびフィードバックコントローラ1 6 8 を介して、加算器 1

7 0 に入力される。加算器 1 7 0 は、入力されたこれらの信号を利用して、

コイル駆動電流 l x、 l yを生成し、第 1 V C M 1 5 2 (第 1駆動コイル 1 4



2 ) および第 2 V C M 1 5 4 (第 2 駆動 コイル 1 4 4 ) に出力する。

[0029] 第 1 V C M 1 5 2 および第 2 V C M 1 5 4 にコイル駆動電流 I x、 I yが入

力されると、図 6 に示すように、可動部 1 3 0 に電磁駆動力 F x . 、 F y . が作

用する。可動部 1 3 0 は、電磁駆動力 F x . 、 F y . により、光軸 L に交差する

平面上で目標位置に向けて移動される。

[0030] 図 5 に示すホール素子 1 2 2 ， 1 2 4 は、可動部位置座標 x 、 y を検出 し

て、 フィー ドバ ックコン トローラ 1 6 8 に出力する。 プレ補正動作中におい

ては、角速度センサ 1 2 とプレ補正装置 1 0 0 とで上記の制御を繰 り返 し、

プレ補正を行 う。

[0031 ] 次 に、図 6 を用いて、本実施形態のプレ補正装置 1 0 0 の可動部 1 3 0 と

固定部 1 4 0 との位置関係を詳細に説明する。以下の説明では、光軸 L に垂

直なX ， Y 軸平面上にある相互に垂直な軸をA 1 軸および A 2 軸 とする。 A

1 ， A 2 軸は、光軸 L に垂直な平面において光軸 L を通 り、相互に垂直であ

る。 A 1 軸および A 2 軸は、 X 軸 とY 軸 とが光軸 L において交差する角度を

二等分する。

[0032] 検 出部 1 2 0 には、図 6 ( a ) に示すように、第 1 ホール素子 1 2 2 およ

び第 2 ホール素子 1 2 4 が配置されており、第 1 ホール素子 1 2 2 はX 軸方

向に検出軸を有 し、第 2 ホール素子 1 2 4 は Y 軸方向に検出軸を有する。本

実施形態では、 X 軸 とY 軸 とは相互に垂直であるが、垂直以外の角度で交差

してもよい。

[0033] 第 1 ホール素子 1 2 2 は、図 6 ( b ) に示す可動部 1 3 0 に備えられる第

1磁石 1 3 2 の X 軸方向の位置を検出 し、第 2 ホール素子 1 2 4 は、第 2 磁

石 1 3 4 の Y 軸方向の位置を検出する。 このため、第 1 ホール素子 1 2 2 お

よび第 2 ホール素子 1 2 4 を備える検出部 1 2 0 は、可動部 1 3 0 の乂軸ぉ

よび Y 軸 に沿 つた位置座標 を検出することができる。

[0034] 本実施形態では、可動部 1 3 0 は、図 6 ( b ) に示すように、 A 1 軸 に沿

つて非対称な形状である。図 2 および図 4 に示すように、 プレ補正装置 1 0

0 の小型化等の観点か ら、シャッター部 1 1 0 がプレ補正装置 1 0 0 に組み



込まれており、固定部 1 4 0 の下側の約半分の領域がシャッタ一部 1 1 0 に

よって占領されているからである。このため、可動部 1 3 0 の可動部重心G

が、 レンズ中心 0 ではなく、 A 2 軸に沿ったレンズ中心 0 の上側に存在する

。なお、可動部 1 3 0 の形状は、 A 1軸に沿って対称な形状であっても良く

、 A 軸に沿つて非対称な形状であつても良い。

[0035] 可動部 1 3 0 には、第 1磁石 1 3 2 および第 2 磁石 1 3 4 が備えられ、図

6 ( c ) に示す第 1駆動コイル 1 4 2 および第 2 駆動コイル 1 4 4 との相互

作用により、可動部 1 3 0 にX ' 軸およびY ' 軸に沿った電磁駆動力 F x . 、

F y . が作用する。図 6 ( c ) に示すように、X ' 軸はX 軸に対 して駆動軸傾

斜角度 eで傾斜 しており、 Y ' 軸は γ 軸に対 して駆動軸傾斜角度 eで傾斜 し

ている。図 6 ( b ) に示すように、X ' 軸 とY ' 軸との交点を軸駆動軸原点

M とする。

[0036] 可動部 1 3 0 は、電磁駆動力 F x . 、 F y . により、X ' 軸およびY ' 軸に沿

つて、固定部 1 4 0 に対 して相対移動する。可動部 1 3 0 が、その駆動中心

である駆動軸原点Mに位置するとき、 レンズ中心 0 が光軸 L を通る。第 1磁

石 1 3 2 はその中心がX ' 軸を通るように配置 してあり、第 2 磁石 1 3 2 は

その中心がY ' 軸を通るように配置 してある。

[0037] 固定部 1 4 0 では、図 6 ( c ) に示すように、第 1駆動コイル 1 4 2 およ

び第 2 駆動コイル 1 4 4 が配置される。すなわち、第 1駆動コイル 1 4 2 と

図 6 ( b ) に示す第 1磁石 1 3 2 とからなる第 1 V C M 1 5 2 の駆動軸であ

るX ' 軸が、図 6 ( c ) に示すように、 レンズ中心 0 よりも可動部重心Gの

近 くを通るように、第 1駆動コイル 1 4 2 を固定部 1 4 0 に配置する。本実

施形態では、ホール素子検出軸X に対 してV C M駆動軸X ' を、駆動軸傾斜

角度 ( d e g ) 傾けるようにして、第 1駆動コイル 1 4 2 を配置する。

[0038] また、第 2 駆動コイル 1 4 4 と第 2 磁石 1 3 4 とからなる第 2 V C M 1 5

4 の駆動軸であるY ' 軸が、 レンズ中心 0 よりも可動部重心Gの近 くを通る

ように、第 2 駆動コイル 1 4 4 を固定部 1 4 0 に配置する。すなわち、ホ一

ル素子検出軸 Y に対 してV C M駆動軸 Y ' を、駆動軸傾斜角度 ( d e g )



傾 けるように して、第 2 駆動 コイル 1 4 4 を配置する。なお、 X 軸 に対する

X ' 軸の傾 き角度 とY 軸 に対するY ' 軸の傾 き角度 とが異なっても良い。 ま

た、 コイル 1 4 2 ， 1 4 4 の固定部 1 4 0 に対する配置位置を変化させて、

X ' 軸 および Y ' 軸が レンズ中心 0 よりも可動部重心 G の近 くを通るように

調整 しても良い。

[0039] 本実施形態では、第 1 駆動 コイル 1 4 2 および第 2 駆動 コイル 1 4 4 を上

記のように配置 してあるので、駆動軸 X ' と駆動軸 Y ' との交点である駆動

軸原点M が、 A 2 軸 に沿 って レンズ中心 0 よりも可動部重心 G に近い位置に

存在する。好適には、駆動軸原点M は可動部重心 G に一致する。 このとき、

駆動軸 x ' と駆動軸 Y ' とは直角以外の角度 e 。で交差 し、本実施形態では e

0 は鈍角 （例えば、 9 1 度 ~ 1 2 0 度）である。

[0040] 上記のように、本実施形態では、図 6 に示すように、 V C M駆動軸 X ' ，

γ ' が、ホール素子検出軸 χ ， γ に対 して駆動軸傾斜角度 e で傾いている。

このため、駆動軸原点M が可動部重心 G に一致する場合の図 7 に示すように

、第 1 V C M 1 5 2 の駆動軸 X ' に沿 って、駆動力 F x . を作用させると、そ

の駆動力 F x . はホール素子検出軸のX 軸方向成分の駆動力 F x . ズと 丫 軸方向成

分の駆動力 F x . y とにべ ク トル分解 される。 X 軸方向成分の駆動力 F x . x は、

図 5 に示す可動部 目標位置 x t への駆動力 と して用い られる一方で、 Y 軸方向

成分の駆動力 F x . y は可動部 目標位置 y t への収束に悪影響 を及ぼす。

[0041 ] このとき、第 2 V C M 1 5 4 を用いて、 Y ' 軸 に駆動力 F y . を作用させて

、駆動力 F x . y をキャンセルする。すなわち、駆動力 F y . の Y 軸方向成分の駆

動力 F y . y によって、駆動力 F x . y をキャンセルする。 このとき、駆動力 F x .

y と駆動力 F y . y との間で、以下の関係 を成 り立たせる。

[0042] [ 数 1]

F - F =0 （数式 1 )

[0043] なお、駆動力 F y . の作用に伴 って駆動力 F y . x 作用するので、可動部 目標

位置 x t への駆動力は、最終的に、 F x . x _ F y . x である。図 7 に示す V C M



駆動軸X ' およびY ' の向きを正として、その大きさをスカラ量

とすると以下の関係が成 り立つ。

[0044] [数2]

F . = f x-cos^ -i 、 Fx = f x, sin -j , . ' (数式 2 )

[数3]

.x = f Sin め i 、 y S 0 - (数式 3 )

[0045] ここで、数式 2 および数式 3 において、 ί および 」は、それぞれ、X 軸方

向およびY 軸方向の単位べク トルである 数式 1 に、数式 2 および数式 3 を

代入すると、以下の数式4 が求まる。

[0046] [数4]

f ' θ = f ,cos θ ... f = f , tan ' ' (数式 4 )

[0047] 上記より、可動部目標位置 x t へのX 軸方向の目標駆動力 F x は、数式 5 で

表される。

[0048] [数5]

FX = F , - F x

= (j , cos Θ - f , sin θ ) ί

バcos —~ ) 量
cos *

(数式 5 )

[0049] ここで、図 7 に示すホール素子検出軸X およびY 軸の向きを正として、そ

の大きさをスカラ量 f x、 f y とすると以下の数式 6 が導かれる。

[0050] [数6]

cos 2
= (数式 6 )

cosさ



[0051 ] 数式 4 に数式 6 を代入すると、数式 7 が求まる<

[0052] [数7]

ダ （数式 7 )
COS λθ

[0053] また、図 8 に示すように、第 2 V C M 1 5 4 の駆動軸 Y ' に沿って、駆動

力 F y . を作用させて、可動部目標位置 y t に収束させるときは、上記と同様に

して、以下に示す数式 8 が導かれる。

[0054] [数8]

(数式 8 )
cos 2Θ

[0055] 数式 6 と数式 8 との合成により、 X ' 軸上の第 1 V C M 1 5 2 への駆動力

F x . は、ホール素子検出軸 X およびY 方向の駆動力 F x ， F y を用いて以下の

数式 9 _ にて表される。

[0056] [数9-1 ]

c r s θ
(数式 9 — 1 )

cos 2Θ cos 2Θ

数式 9 _ 1 は、 を用いて以下の数式 9 _ にて表される<

[数9-2]

「 口ぶ (数式 9 2 )

[0057] 同様にして、 Y ' 軸上のV C Mへの駆動力 F y ' は、以下の数式 1 0 _ 1

にて表される。

[0058] [数10-1 ]

= + （数式 1 0 1 )
0 cos



yを用いて以下の数式 1 0 — 2 にて表される。

s n Θ COS
= F 、 (数式 1 0 — 2 )

cos y cos 2

[0059] 数式 9 _ および数式 1 0 _ 1 によるべク トル変換を用いてV C M を駆動

することにより、ホール素子の検出軸とV C Mの駆動軸との整合性が保たれ

る。

[0060] 次に、本実施形態に係るプレ補正装置 1 0 0 を力学的にモデル化 して、プ

レ補正装置の制御性能について説明する。以下では、本実施形態の理解を容

易にするために、 X 軸方向の制御の説明のみを行う。 Y 軸方向の制御につい

ては、 X 軸方向の制御と同様なので、以下では説明を省略する。

[0061 ] 図 6 において、可動部 1 3 0 のX 方向の変位を X ( m m ) 、可動部重心G

を通るZ 軸まわりの回転角を e G Z ( r a d ) 、可動部 1 3 0 の質量をm ( k

g ) 、可動部重心G を通るZ 軸まわりの慣性モーメン トを J GZ ( k g - m m 2

) 、 V C M 4 2 からのX 軸方向の駆動力を f x ( N ) 、駆動力 f x の重心ず

れ （駆動軸原点M _ 可動部重心G間距離）を ( m m ) 、ホール素子 1 2 2

の重心ずれをB ( m m ) 、引張コイルばね 1 4 5 によるX 方向の合成ばね定

数を k x ( N / m ) 、またそれに伴うX 方向の合成粘性係数を c x ( N s /

m ) 、 X 方向合成ばね成分の重心ずれを I ( m m ) とする。

[0062] 上記のように、各物理量を設定すると、以下の数式 1 1 および数式 1 2 に

示すように、可動部 1 3 0 のX 軸方向に沿った動作が運動方程式で表される

。可動部 1 3 0 の重心位置の並進に係る運動方程式が数式 1 1 で表され、可

動部 1 3 0 の重心位置の回転に係る運動方程式が数式 1 2 で表される。

[0063] [ 数 11]

m + c x + k..x = ' · (数式 1 )

[0064]



[数12]

(数式 i 2 )

[0065] 上記の数式 1 1 および数式 1 2 に示す運動方程式をラプラス変換すると.

以下に示す数式 1 3 および数式 1 4 が導かれる。

[0066] [数13]

(s) ~ (数式 1 3 )
ms一+ c s + k

[0067] [数14]

Θひ）= (ボ (数式 1 4 )
J Gz s + c s + k

[0068] 上記の数式 1 3 と数式 1 4 から、ホール素子が検出するX 軸方向の変位 X s

e n s 。r ( s ) ( m m ) は、数式 1 5 で表される。

[0069] [数15]

+ - (数式 1 5 )
ms + c s + k r J c ' s + cjs + k .

[0070] ここで、可動部に作用するX 軸方向の加速度を a x ( m m / s 2 ) とすると

、 f x ( s ) が、数式 1 6 で表される。

[0071 ] [数16]

(数式 1 6 )

[0072] 数式 1 6 を数式 1 5 に代入すると、 X 軸方向の加速度 a x を入力とし、ホ一

ル素子が検出するX 軸方向の変位 X s e n s。r を出力とする以下に示す伝達関数

が得られる。

[0073]



[ 数 17 ]

X 1 , 5 1 , _ . っ ヽ
= ~ ~-— + ) - " " 数式 )

り + 2 ιη ω „ + ω ι G + 2 } ω 5 + ω

[0074] ここで、 mおよび ω 」は、 それぞれ並進方向 （X 軸方向）、回転方向 （可

動部重心 G を通 る Ζ 軸方向まわ りの回転）の固有角振動数 （r a d Z s ) を

表 し、 mおよび 」はそれぞれ並進方向、回転方向の減衰比 （― ） （無次元

数）を表す。

[0075] 数式 1 7 に示す伝達関数 において、第 1 項 は並進方向の伝達関数 を表 し、

第 2 項 は回転方向の伝達関数 を表す。 この伝達関数 は、図 5 の制御 プロック

図において、可動部か らホール素子 までの伝達関数 を表 してお り、 コン ト口

—ラ部 および V C M 部 は含 まれない。

[0076] 数式 1 7 において、 m B J z J は、本発明に係 るプ レ補正装置の制

御性能 を論 じる上で重要なパ ラメータである。 これを、 K K ファクタと定義

し、数式 1 8 に表す。

[0077] [ 数 18 ]

ΚΚ = - （数式 1 8 )
ソ

[0078] ここで、 プ レ補正装置の制御性能の理解 を容易にするために、数式 1 9 に

示すように並進方向および回転方向の共振周波数 および減衰比が等 しいと仮

定 し、数式 1 7 に示す伝達関数か ら数式 2 0 に示す伝達関数 を導 く。

[0079] [ 数 19 ]

ぬ J 、 ζ = ζ ∞ = ζ . · ' · (数式 1 9 )

[ 数 20]

= l + K K （数式 2 0 )



[0080] 数式 2 0 か ら明 らかなように、 K K ファクタの値が _ 1 以下の場合は、数

式 2 0 に示す伝達関数が全周波数帯域に渡 って負になる。 したがって、 この

場合は、 フィー ドバ ックが正帰還になって しまうので、制御不能 となる。

[0081 ] K K ファクタの値が _ 1 よりも大きく且つ 0 よりも小さい場合は、数式 2

0 に示す伝達関数は正になる。 しか しなが ら、並進成分 と回転成分が分割さ

れた数式 1 7 に示す伝達関数では、回転成分が負 となる。 したがって、 この

場合は、回転成分の振舞いが不安定であることが分かる。

[0082] K K ファクタの値が 0 以上の場合は、数式 2 0 に示す伝達関数が正にな り

、 しかも数式 1 7 に示す伝達関数において回転成分も正とな り、安定的であ

る。

[0083] 上記より、 K K ファクタの値が正であるときは制御が安定 し、逆に負であ

るときは制御が不安定である。 したがって、 K K ファクタの極性は、制御性

能に密接に関係する。

[0084] 数式 1 8 に示すように、 K K ファクタの極性は、駆動力 F x の重心ずれ の

向きとホール素子位置の重心ずれ B の向きとの関係で決まる。つまり、図 6

( b ) および図 6 ( c ) において、 X 軸 とX ' 軸 とが、可動部重心 G に対 し

て同 じ方向にずれているときに、 K K ファクタの値が正とな り、 プレ補正部

1 0 0 に関する伝達関数が安定になる。

[0085] 本実施形態では、上記のように、図 6 に示す駆動軸原点M が、 レンズ中心

0 よりも可動部重心 G に近い位置に存在 し、且つX 軸 とY 軸 との交点および

駆動軸原点M が、可動部重心 G に対 して同 じ方向にずれるように第 1 V C M

5 2 と第 2 V C M 1 5 4 とを配置する。 このとき、駆動軸原点M は、 レン

ズ中心 0 と可動部重心 G との間に存在する。

[0086] 図 9 に、 K K ファクタの値に応 じた、ステ ップ応答における可動部の変位

に係る所定時間後の レンズ中心位置基準の偏差の関係を示す。図 9 に示すよ

うに、 K K ファクタの値が 0 に近い領域では偏差が小さく制御性能に優れ、

K K ファクタが負の範囲では偏差が大きく制御性能に劣る。本実施形態では

、 K K ファクタが正の領域であ り、且つ偏差の値が D 1 以下に収 まる範囲内



で K K ファクタを設定する。 ここで、偏差 D 1 は、偏差の極大値 ピーク D 2

の 7 0 % の値である。 したが って、本実施形態 における Κ Κ ファクタの値 は

、 0 以上であ り且つ 0 . 2 以下である。

[0087] 本実施形態では、上記のように、図 6 ( c ) において、駆動軸傾斜角度

を調整 して、駆動軸原点 M _ 可動部重心 G 間距離 および K K ファクタの値

を調整する。すなわち、駆動軸原点 M が レンズ中心 0 よ りも可動部重心 G に

近い位置 になるように、 および/ または K K ファクタの値が 0 以上であ り且

つ 0 . 2 以下 となるように、駆動軸傾斜角度 e を調整する。

[0088] 図 1 0 に、駆動軸傾斜角度 e に対する距離 および κ κ ファクタの関係 を

示す。図 1 0 において、横軸が駆動軸傾斜角度 e ( d e g ) 、左側の縦軸が

距離 ( m m ) 、右側の縦軸が K K ファクタであ り、距離 は黒四角のプロ

ッ 卜で表示 され、 K K ファクタは黒ひ し形のプロッ トで表示 される。図 1 0

に示すように、駆動軸傾斜角度 が _ か ら+ の範囲で、距離 および Κ

Κ ファクタが変化する。

[0089] 距離 は、駆動軸傾斜角度 e が e ，の時に 0 になる。 この とき、図 6 におい

て、駆動軸原点 M が可動部重心 G に一致する。図 1 0 に示す角度 e ，を含む範

囲 R 1 θ ≤ θ ≤ θ 2 ) にて、駆動軸原点 Μが、 レンズ中心 0 に対 して可動

部重心 G に近い位置 に存在する。駆動軸原点 Μが、可動部重心 G に近い位置

になるように、駆動軸傾斜角度 e を調整することで、可動部 を移動 させる際

の回転成分 を抑制することがで きる。

[0090] また、 κ κ ファクタは、駆動軸傾斜角度 e が e ，以下の時に 0 以上 にな り、

駆動軸傾斜角度 e が e 4 以上の時に 0 . 2 以下 になる。つまり、 κ κ ファクタ

は、範囲 R 2 Θ ≤ Θ ≤ Θ にて、 0 以上であ り且つ 0 . 2 以下 になる。

Κ Κ ファクタが、 0 以上であ り且つ 0 . 2 以下 になるように、駆動軸傾斜角

度 e を調整することで、可動部 を移動 させる際に安定 した制御 を行 うことが

で きる。

[0091 ] 本実施形態では、範囲 R の条件 を満たす とともに範囲 R 2 の条件 を満た

す範囲 R 3 θ ≤ θ ≤ θ ) 内で、駆動軸傾斜角度 を調整することが好 ま



しい。範囲R 3 内に駆動軸傾斜角度 eを調整することで、可動部を移動させ

る際の回転成分を抑制 し且つ安定 した制御を行うことができるからである。

[0092] なお、さらに好適には、前述 した範囲R 3 内において、駆動軸原点M —可

動部重心G間距離 が 0 に近づきしかもK K ファクタが正となる （このとき

、数式 1 8 からも明らかなように、 K K ファクタの値も0 に近づく）ように

、駆動軸傾斜角度 eをe，に調整する。このように、駆動軸傾斜角度 eを調整

することで、さらに好適に回転成分を抑制 し且つ安定 した制御を行うことが

できる。

[0093] 本実施形態では、図 6 に示すように、第 1 V C M 1 5 2 の駆動軸であるX

' 軸と第 2 V C M 1 5 4 の駆動軸であるY ' 軸との交点である駆動軸原点M

を、プレ補正光学部材 L 3 のレンズ中心 0 よりも可動部 1 3 0 の可動部重心

G に近い位置に配置 している。このため、可動部 1 3 0 の駆動軸原点Mを、

可動部 1 3 0 の可動部重心G に近づけることができるので、可動部 1 3 0 を

移動させる際に悪影響となる回転成分の影響を抑制 し、可動部 1 3 0 の移動

に有効な並進成分を効率よく作用させることができる。好ましくは、駆動軸

原点Mは可動部重心G に一致 し、このときは回転成分の影響を完全に除去す

ることができる。 したがって、本実施形態では、可動部 1 3 0 の目標位置へ

の収束性や可動部 1 3 0 の制御安定性等を向上させ、プレ補正装置 1 0 0 の

制御性能を向上させることができる。また、重心調整部材などを用いずに回

転成分の影響を完全に除去できるので可動部質量を増大させることなく駆動

性能を維持できる。

[0094] 本実施形態に係るプレ補正部 1 0 0 の制御性能を図 1 1 に示 し、図 1 6 に

示す従来技術 （図 1 5 ) の場合の制御性能と比較する。図 1 1 および図 1 6

に示すのは、ボ一 ド線図であり、入力に対する出力のゲイン 位相を示す。

入力は可動部を駆動する電磁駆動力によって作用する加速度であり、出力は

可動部重心位置である。

[0095] 図 1 6 に示すように、図 1 5 に示す従来技術では、周波数 ( H z ) にて

、共振成分を有する。これは、図 1 5 に示す従来技術では、 V C Mの駆動軸



がレンズ中心に向けて配置されているため、可動部の重心まわりに回転 トル

クが発生 しているからである。

[0096] これに対 して、本実施形態では、上記のように、 V C Mの駆動軸を可動部

重心に近い位置に向けているので、可動部の重心まわりに発生する回転 トル

クが非常に小さい。 したがって、本実施形態では、図 1 1 に示すように、共

振成分が発生 しない。

[0097] また、本実施形態では、図 6 に示すように、第 1 ホール素子 1 2 2 は、X

軸とX ' 軸との交点を含む位置に配置 してあり、第 2 ホール素子 1 2 4 は丫

軸とY ' 軸との交点を含む位置に配置 してある。好適には、第 1 ホール素子

1 2 2 の中心をX 軸とX ' 軸との交点に配置 し、第 2 ホール素子 1 2 4 の中

心をY 軸とY ' 軸との交点に配置する。このため、駆動部と検出部とで磁石

を共有することが可能になり、 しかも検出部による検出特性と、駆動部によ

る駆動特性の双方の特性を向上させることができる。また、可動部 1 3 0 の

レンズ中心 0 が光軸 L を通るときに、第 1 ホール素子 1 2 2 および第 2 ホ一

ル素子 1 2 4 はともに0 に対応する位置情報を出力する。

[0098] 本実施形態では、図 6 に示すように、可動部重心G とレンズ中心 0 との間

に駆動軸原点Mが存在する。このため、プレ補正装置の伝達関数に関するK

K ファクタの値が正の値になる。 したがって、本発明に係るプレ補正装置で

は安定 した制御を行うことができる。

[0099] 本実施形態では、図 5 に示すように、プレ検出部 1 2 が検出するプレ角速

度信号 ω ρ 、 co y と、第 1 ホール素子 1 2 2 ，第 2 ホール素子 1 2 4 が検出

する可動部位置座標 x 、 y とを利用 して可動部 1 3 0 の制御を行っているの

で、可動部 1 3 0 を正確な目標位置に収束させることができる。

[01 00] 本実施形態では、第 1 ホール素子 1 2 2 ，第 2 ホール素子 1 2 4 の検出軸

X ，Y に沿った目標位置座標を、可動部 1 3 0 の駆動軸X ' ，Y ' に沿った

目標移動量に変換 して、可動部 1 3 0 を移動させているので、プレ補正装置

の制御を好適に行うことができる。

[01 0 1 ] ま施.



本発明の第 2 実施形態では、重力方向に対するプ レ補正装置 1 0 0 の配置

が第 1 実施形態 と異なる以外は第 1 実施形態 と同様である。以下の説明にお

いて、上記の実施形態 と重複する部分の説明を省略する。

[01 02] 図 1 2 において、水平軸 h に対する V C M の駆動軸 X ' ， Y ' の傾 き角度

を ( d e g ) 、可動部 1 3 0 に作用する重力をm g ( N ) ( g は重力加速

度 （m / s 2 ) ) 、水平軸 h に対する重力 m g の傾 き角度 を ( d e g ) とす

ると、以下に示す力の平衡式が成 り立つ。

[01 03] [ 数 2 1 ]

f x. cos{l 0° β + ) } + f , cos(fi ~~ = mg (数式 2 1 )

[ 数 22]

.sin{l 80。- (β + a)} = f y . sin(fi ― )

sin ( ― )
→ f ' = f y (数式 2 )

sin (ガ+ )

[01 04] 上記の数式 2 と数式 2 2 との連立方程式を解 くと、以下に示す数式 2 3

および数式 2 4 が得 られる。

[01 05] [ 数 23]

1 s 5 + )
(数式 2 3 )

tan( + ) s{ —or) —si n( - ) cos( ? + a )

[ 数 24]

1 si n ( — な )
(数式 )

tan ( + a ) cos(/? ~ ) ~ sin ( - ) cos( + a )

[01 06] ここで、 V C M の駆動電流 を I x ， I y ( A ) 、 V C M の推力定数 を k x ， k

y ( N Z A 、本実施形態では k x = k y = k ) とすると、以下の関係 となる。

[01 07] [ 数 25]

f , = - I f y , = k -リ (数式 5 )



[01 08] 上記より、V C Mの駆動電流に関して以下の関係が成立する。

[01 09] [数26]

1 s ( + )
(数式 2 6 )

tan ( ?+ ) cos( - a ) ~ η(β - ) cos( ?+ )

[数27]

1 si n ( - )ϊ (数式 2 7 )
+ )

[01 10] ここで、V C Mの抵抗成分をR x . 、 R y . (Ω、本実施形態ではR x = R y

= R ) とすると、第1V C M 1 5 2 と第 2 V C M 1 5 4 とを駆動する際の消費

電力 P (W) は、以下の数式 2 8 で表される。

[01 11Ί [数28]

P(fi) = I x R + I R

= R m sin 2 (ガ十 な ) in 2 ( ? め . . . (数式 2 )
k [cos(^ + · {tan(fi + ) cos - ) - sin (ガ一 )}] 2

[01 12] 数式 2 8 より、重力の傾き角度 と消費電流 Ρ とは、図 1 3 に示す関係に

なる。すなわち、重力の傾き角度 が0 ( d e g ) または 1 8 0 ( d e g )

となるときに、消費電流 Pが最小になる。反対に、 = 9 0 ( d e g ) とな

るときに、消費電流 Pが最大になる。このことより、図 1 4 に示すように、

= 0 または = 8 0 となるように可動部 1 3 0 を配置 した時に、可動部

3 0 を支持するための消費電流が最小になる。

[01 13] 本実施形態では、図 1 4 ( a ) および図 1 4 ( b ) に示すように、X ' 軸

とY ' 軸とが交差する角度のうち鋭角の角度 e 5の内側に重力方向が向くよう

に、可動部 1 3 0 に対 して第 1 V C M 1 5 2 および第 2 V C M 5 4 を配置

する。好適には、X ' 軸とY ' 軸とからなる角度 e 5の二等分線が、重力方向

に向くように、可動部 1 3 0 に対 して図6 に示す第 1 V C M 1 5 2 および第

2 V C M 5 4 を配置する。このように配置することで、第 1 V C M 1 5 2



および第 2 V C M 1 5 4 が可動部 1 3 0 を移動 させる際に、重力を利用 して

、あるいは重力をキャンセル させて、駆動力を可動部 1 3 0 に効率良 く作用

させることがで きる。

[01 14] 図 1 4 ( a ) に、 カメラ 1 におけるプ レ補正装置 1 0 0 (可動部 1 3 0 )

の配置の一例 を示す。 カメラ 1 は、 その上部 に レリーズスィ ッチ 2 4 を備 え

、 カメラ 1 を使用する撮影者 は、 この レリーズスィ ッチ 2 4 を上部 に向けた

状態で使用する頻度が高い。 この とき、 プ レ補正装置 1 0 0 の角度 5 の二等

分線 を、重力方向に向けるように して配置することで、 プ レ補正動作の消費

電力を低減 させ、 カメラ 1 全体の消費電力を低減することがで きる。

[01 15] なお、本発明は、上記の実施形態 に限定されない。

[01 16] 上記の実施形態では、図 1 に示すプ レ補正 レンズ L 3 を駆動するタイプの

光学系移動型 プ レ補正装置であるが、本発明においては、図 1 に示す撮像素

子 3 が移動するタィプの撮像素子移動型 プ レ補正装置 にも適用することがで

きる。

[01 17] 上記の実施形態では、可動部 を駆動する手段 と して、 2 個 の V C M を適用

したが、 これに限定されず、た とえば、 2 個以上の V C M であ ってもよい。

また、圧電ァクチユエ一タ等のその他のァクチユエ一タを使用 してもよい。

[01 18] 上記の実施形態では、可動部の位置 を検 出する手段 と して、 2 個 のホール

素子を適用 したが、 これに限定されず、 2 個以上のホール素子であ ってもよ

く、 また、 P S D セ ンサ等のその他の位置検 出手段 を使用 してもよい。

符号の説明

[01 19] カメラ

1 a カメラボテ ィ

レンズ鏡筒

角速度セ ンサ

1 4 C P U

1 0 0 プ レ補正装置

1 0 シャッター部



1 0 位置検 出部

1 2 2 第 1 ホール素子

2 4 第 2 ホール素子

3 0 可動部

1 3 2 第 1 磁石

1 3 4 第 2 磁石

1 4 0 固定部

1 4 2 第 1 駆動 コイル

1 4 4 第 2 駆動 コイル

4 5 引張 コイルばね

1 4 8 セラミックボール

1 5 0 ビス

1 5 2 第 1 V C M

5 4 第 2 V C M

6 目標位置生成部

6 4 減算器

1 6 6 フィー ドフォワー ドコン ト口一ラ

1 6 8 フィー ドバ ックコン トローラ

0 加算器

L 3 プ レ補正 レンズ

G 可動部重心

M 駆動軸原点

0 レンズ中心



請求の範囲

固定部材 に対 して相対的に移動可能な移動部材 と、

前記移動部材 に備 え られ、像 プ レを補正するプ レ補正光学部材 と、

前記 プ レ補正光学部材の光軸 と交差する駆動平面上 において、前記

移動部材 を第 1 軸 に沿 って移動 させる第 1 駆動部 と、

前記駆動平面上 において、前記移動部材 を前記第 1 軸 に交差する第

軸 に沿 つて移動 させる第 2 駆動部 とを有 し、

前記駆動平面上 において、前記第 1 軸 と前記第 2 軸 との交点が、前

記 プ レ補正光学部材の中心 よ りも前記移動部材の重心 に近い位置 にあ

ることを特徴 とするプ レ補正装置。

前記第 1 軸 と前記第 2 軸 とが直角以外の角度で交差することを特徴

とする請求項 1 に記載のプ レ補正装置。

前記光軸 と直交する位置検 出平面上で前記光軸 を通 る第 3 軸 に検 出

軸 を有 し、前記 プ レ補正光学部材の位置 を検 出する第 1 検 出手段 と、

前記位置検 出平面上で前記光軸 を通 り、前記第 3 軸 に直交する第 4

軸 に検 出軸 を有 し、前記 プ レ補正光学部材の位置 を検 出する第 2 検 出

手段 とをさ らに有 し、

前記第 1 検 出手段が前記第 3 軸 と前記第 1 軸 との交点を含む位置 に

配置 してあ り、

前記第 2 検 出手段が前記第 4 軸 と前記第 2 軸 との交点を含む位置 に

配置 してあることを特徴 とする請求項 1 または 2 に記載のプ レ補正装

置。

前記駆動平面上 において、前記移動部材の重心 と前記 プ レ補正光学

部材の前記 プ レ補正光学部材の前記中心 との間に、前記第 1 軸 と前記

第 2 軸 との交点があることを特徴 とする請求項 1 ~ 3 のいずれかに記

載のプ レ補正装置。

像 プ レを検 出 しプ レ信号 を出力するプ レ検 出部 と、

前記 プ レ信号 を用いて前記第 1 駆動部 および前記第 2 駆動部 を制御



する制御部 とをさ らに有する請求項 1 ~ 4 のいずれかに記載のプ レ補

正装置。

前記制御部 は、前記移動部材の位置座標 と前記 プ レ信号 とを用いて

、前記移動部材の前記第 3 軸 および前記第 4 軸 に平行な 目標位置座標

を算出 し、前記 目標位置座標 を用いて前記移動部材の前記第 1 軸 およ

び前記第 2 軸 に沿 った 目標移動量 を算出 し、前記 目標移動量 を用いて

前記第 1 駆動部 および前記第 2 駆動部 を制御することを特徴 とする請

求項 5 に記載のプ レ補正装置。

前記第 1 軸 と前記第 2 軸 とが交差する角度の うち鋭角の範囲内に重

力方向が向 くように、前記移動部材 に対 して前記第 1 駆動部 および前

記第 2 駆動部 を配置することを特徴 とする請求項 1 ~ 6 のいずれかに

記載のプ レ補正装置。

前記 プ レ補正光学部材が光学 レンズを含む ことを特徴 とする請求項

1 ~ 7 のいずれかに記載のプ レ補正装置。

前記 プ レ補正光学部材が撮像素子を含む ことを特徴 とする請求項 1

~ 8 のいずれかに記載のプ レ補正装置。

固定部材 に対 して相対的に移動可能な移動部材 と、

前記移動部材 に備 え られ、像 プ レを補正するプ レ補正光学系 と、

前記固定部材 と前記移動部材 とを相対的に移動 させるための第 1 方

向の駆動力を生 じさせる第 1 駆動部 と、

前記固定部材 と前記移動部材 とを相対的に移動 させるための前記第

1 方向 とは異なる第 2 方向の駆動力を生 じさせる第 2 駆動部 と、

前記像 プ レの量 に対応するプ レ信号が供給 され、前記 プ レ信号 を用

いて前記第 1 駆動部及び前記第 2 駆動部 を制御する制御部 とを含み、

前記 プ レ補正光学系の光軸 と直交する平面上 において、前記第 1 駆

動部か ら前記第 1 方向に向か う直線 と、前記第 2 駆動部か ら前記第 2

方向に向か う直線 との交点は、前記 プ レ補正光学系の中心 よ りも前記

移動部材の重心 に近い位置 にあることを特徴 とするプ レ補正装置。



[ 請求項 11] 固定部材 に対 して相対的に移動可能な移動部材 と、

前記移動部材 に備 え られた撮像素子 と、

前記固定部材 と前記移動部材 とを相対的に移動 させるための第 1 方

向の駆動力を生 じさせる第 1 駆動部 と、

前記固定部材 と前記移動部材 とを相対的に移動 させるための前記第

1 方向 とは異なる第 2 方向の駆動力を生 じさせる第 2 駆動部 と、

前記像 プ レの量 に対応するプ レ信号が供給 され、前記 プ レ信号 を用

いて前記第 1 駆動部及び前記第 2 駆動部 を制御する制御部 とを含み、

前記撮像素子の撮像面 と平行な平面上 において、前記第 1 駆動部か

ら前記第 1 方向に向か う直線 と、前記第 2 駆動部か ら前記第 2 方向に

向か う直線 との交点は、前記撮像素子の中心 よ りも前記移動部材の重

心 に近い位置 にあることを特徴 とするプ レ補正装置。

[ 請求項 12 ] 請求項 1 ~ 7 、 9 、 1 1 のいずれかに記載のプ レ補正装置 を含む撮

影装置。

[ 請求項 13 ] 請求項 1 ~ 8 、 1 0 のいずれかに記載のプ レ補正装置 を含む レンズ

兒 同 。
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